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＜観光立国懇談会報告書（平成15年4月24日）より＞ 

２１世紀は、各国がその魅力を競い合う時代である。日本人の海外への旅行者数が約１，６００万人
であるのに対し、日本への外国人旅行者数は約５００万人にとどまっており、極めてアンバランスな
状態にある。海外からの来訪者を現在のレベルから２０１０年に倍増させるためには、政府を始め、
国の総力を挙げて取り組まなければならない。このため、 

 

・観光立国への戦略を総合的に確立すること   

 －「己を知る」：自らの魅力を十分に分析、認識すること、日本人自身が自分の住む土地を愛し、 

   社会に誇りを持つ  

 －「他人に学ぶ」：成功している国々の経験をつぶさに検討する  

 －「住んでよし、訪れてよしの国づくり」を目指す  

 

・政府において内閣官房を始め、関係省庁一体となって取り組む体制を整えるとともに、官民が協力 

 し合い、在外公館や海外の関連機関が連携し、かつ、地方も参画して国を挙げて取り組んでいく有 

 機的なシステムを整備すること  

 

・全ての日本人が来訪する海外の人々を暖かく「迎え入れる心」をもつこと 

 

 が必要である。    

１. はじめに 〜観光立国の推進で何を目指してきたか？〜 

「住んでよし、訪れてよしの国づくり」 



3 

２００７年 
観光立国推進基本計画 

２０２０年 
東京オリンピック・パラリンピック開催 

２０１１年 
スポーツツーリズム推進基本方針 

（観光庁） 

２００８年 
観光庁設置 

２０１２年３月 
観光立国推進基本計画改定 

２０１２年４月 
一般社団法人日本スポーツツーリズム機構設立 

２０１３年３月 
観光立国推進閣僚会議設置 

２０１３年６月 
観光立国実現に向けた 
アクション・プログラム策定 

２０１３年９月 
東京オリンピック・パラリンピック 

開催決定 

スポーツ庁設置（2015年？） 

２０１０年スポーツ立国戦略策定 
（文部科学省） 

２０１９年 
ラグビーワールドカップ開催 

２０１７年 
冬季アジア札幌大会開催 

オリンピック・パラリンピック東京大会開催決定を契機
に世界から注目される日本を売り込む最大のチャン
スが到来。ディスティネーションマーケティングを効果
的に実施することにより2020年以降も継続的に訪日
外国人観光客を増加させることが可能。 

１. はじめに 〜観光立国推進に向けての2020年までの流れ〜 

2013-2020年の8年間は、 

日本を世界に売り込む黄金期 

国際スポーツイベント
を活用したデスティ
ネーションマーケティ

ングの実施 

２０１５年 
ラグビーW杯（ロンドン） 

２０１６年 
リオ五輪 

3 
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２. 観光産業の現状と成長ポテンシャル 

 2030年までに経済成長が著しい北

東アジア・東南アジアにおける旅行
市場が急拡大し、欧州に次ぐ市場と
なることが予測される。 

 特に中国、インドネシア、インドの上
位中間所得層における海外旅行が
増加し、訪日外国人数と観光消費額
を拡大させることが期待できる。 
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２. 観光産業の現状と成長ポテンシャル 

＜国内における旅行消費額（2012年）＞  

旅行消費額 ２２.５兆円 
このうち訪日外国人旅行は1.3兆円（5.7%） 

日本人国内日帰り旅行	
4.4兆円（19.8%）	

日本人海外旅行
（国内分）	
1.4兆円（6.3%）	

訪日外国人旅行等	
1.3兆円（5.7%）	

日本人国内宿泊旅行	
15.3兆円（68.2%）	

出典：観光庁「旅行・観光消費動向調査」、財務省・日本銀行「国際収支状況（確報）」より 

観光消費　22.5兆円（国内産業への直接効果21.5兆円）	

■粗付加価値　　10.9兆円（ＧＤＰの2.3％）	
■雇用効果　　　　213万人（全雇用の3.3％）	
■税収効果　　　　1.8兆円（全税収の2.2％）	

直
接
効
果	

	
	
■生産波及効果　46.7兆円	
	
■付加価値効果　23.8兆円	

	
■雇用効果　　　　399万人	
	

■税収効果　　　　4.1兆円	

波及効果	

5.2%	

5.0%	

6.2%	

5.0%	

0%	 2%	 4%	 6%	 8%	

日本経済への貢献度＊	

＊生産波及効果：産出額（国民経済計算）905.0兆円への貢献度	
＊付加価値効果：名目GDP（国民経済計算）473.8兆円への貢献度	
＊雇用効果：就業者数（国民経済計算）6,437万人への貢献度	
＊税収効果：国税＋地方税80.8兆円への貢献度	

出展：観光庁「旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究（2012年度版）」 

出典：Travel & Tourism ECONOMIC IMPACT 2014 JAPAN  （WORLD TRAVEL & TOURISM COUNCIL) 

<観光消費額のGDPへの貢献度国際比較> 

◼◼観光消費額対GDPシェアランキング国際比較 ◼◼観光消費額GDP貢献度ランキング国際比較 

＜直接効果＞ ＜総合効果＞ ＜直接効果＞ ＜総合効果＞ 

（日本１３６位） （日本１２３位） （日本３位） （日本３位） 

世界第３位のGDP規模を誇る我が国では、観光消費額の対GDPシェアは低くなるが、国内旅行市場規模が大きく金額ベースでは世界３位となる。 
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３. 訪日外国人観光客拡大の道筋 

＜シナリオの方向性＞ 

2020年のオリンピック・パラリンピック東京大会に
向けて、訪日外国人観光客2,000万人を目指すが、
それを通過点として更なる拡大を図る。 

単位：万人  ※JNTO訪日外客統計をベースにJTBにて作成 

ビジット・ジャパン・ 
キャンペーン開始 

世界金融危機・ 
鳥インフルエンザ 

東日本大震災・
円高進行 

観光立国推進基
本計画（旧計画） 

観光立国推進 
基本計画（新計画） 

836 

２０１３年  ２０１４年  ２０１５年     ２０２０年    ２０３０年  

1036 
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ギリシャの外国人旅
行者数に匹敵する 

（世界第17位以内） 

香港の外国人旅行
者数に匹敵する 

（世界第15位以内） 

英国の外国人旅行
者数に匹敵する 

（世界第６位以内） 
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訪日外国人3,000万人プログラムの実現に
よる観光大国のポジション確立を目指す （JTB予測） 



ツーウェイツーリズムによる4000万人相互交流の達成イメージ 
  （訪日外国人2,000万人、日本人海外旅行2,000万人） 

資料：「観光立国推進基本計画」、観光庁「観光白書」 

○現状はインバウンドの伸びが目覚しく、アウトバウンドとの拮抗が視野にはいる。 
○将来的に両者のバランスを取りながら、２０２０年に４０００万人の交流を目指す。 
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３. 訪日外国人観光客拡大の道筋 

訪日外国人2000万人 

日本人海外旅行2000万人 

（相互交流4000万人時代） 
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年率6.9%の伸び率 年率4.2%の伸び率（UNWTO予測） 

※UNWTOの予測では市場 

 の伸び率は5.7% 

※2014年〜2000年は、2000年に2,000万人を達成した場合の伸び率は年率6.9%となる。 

※2021年〜2000年は、国連世界観光機関（UNWTO）予測による、北東アジアの国際観光客到着数の 

  年平均伸び率4.2%をベースに試算。 

【データ出所】JTBにて作成 

2000年に外国人旅行者2,000万人を達成することにより、その後は市場の伸び率に合わせて増加す
ることで2030年に3,000万人の達成が実現すると予測できるが、2020年以降は査証緩和などの効果

も大きく影響しないことや外交や経済状況など外的要因も不透明であり、さらには韓国をはじめ周辺
国のインバウンド誘致も加速していくことから訪日客獲得に向けた継続的な努力が必要。 

４. 2,000万人実現時の「姿」・「ビジョン」 



 

 

 

 

 

 

 

【 日本 】 

相互交流4,000万人時代 
訪日外国人2,000万人・海外旅行2,000万人 

～ツーリズム産業が地域と海外との交流促進を担う～ 

人と文化の相互交流を 
新たな時代の日本の 
成長エンジンへ 

【 世界 】 

人口減少・成熟社会の 
我が国における新たな 
成長・発展へ 
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４. 2,000万人実現時の「姿」・「ビジョン」 

日本を売る！ 
モノ・コトの『魅力』海外発信 
伝統文化・食・ライフスタイル・・・ 

本物を見に日本へ！ 
訪日外国人２，０００万人へ 

クール・ジャパン戦略 

ビジット・ジャパン戦略 



10 

世界の中の日本の観光競争力→2000万人時代にどうあるべきか？ 

World  Economic Forum （ＷＥＦ ダボス会議） 
観光分野における国際競争力ランキング２０１３（ＴＴＣＩレポート）より 

２０１３年  総合ランキング 

日本 14位 （2011年 22位から躍進） 

 
（参考） 

1位 スイス（201１年 1位） 
2位 ドイツ（2位） 
 ｜ 

10位 シンガポール（10位） 
12位 ニュージーランド（19位） 
 ｜ 

25位 韓国（32位） 

訪日外客数だけではなく、様々な観点で国際観光競争力を高める必要がある。 

４. 2,000万人実現時の「姿」・「ビジョン」 
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アジア太平洋競合４か国ランキング比較と日本の特徴 

・顧客対応のレベルは世界一高いが、 

 外国人歓迎度合いが低い 

・「商用＋α」で滞在延長の奨励が低い 

・国際観光収入が少ない 

教育など社員への投資が高いが、 

資質の高い人材の供給は低い 

外国人を雇用しにくい 

・ＵＮＣＴＡＤ*による魅力的な 

クリエイティブ産業の輸出がある 

・豊かな世界文化遺産がある 

＊国連貿易開発会議 

・豊かな世界自然遺産がある 

文化的資源 
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※各指標については参考資料の「資料５」を参照してください。 

４. 2,000万人実現時の「姿」・「ビジョン」 
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４. 2,000万人実現時の「姿」・「ビジョン」 

＜2000万人実現時の日本のあるべき姿＞ 

東京五輪という日本PRの最大の機会を活かし、日本ブランドの価値が世界にさらに

浸透し、五輪終了後も訪日外国人旅行者が増加する。東京のみならず日本全国各地
にその効果が波及することで、観光インフラ整備が進むことにより国際的な観光競争
力が向上し、観光関連産業が成長産業として日本経済を牽引していく。 

訪日外国人2000万人が達成されるだけではなく、日本からの海外旅行者数2000万
人も達成され、ツーウェイツーリズムの推進による「交流立国」へ発展していく。 

日本ブランド
の更なる世界
への浸透 

観光産業が 

牽引する 

日本経済 

国際観光 

競争力の向
上 

観光振興によ
る地方創生 

新たな旅行ス
タイルを楽し
む国民の増加 
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５. 観光立国実現に向けて優先的に取組むべきアクション 

１. 訪日インバウンドの更なる加速 ２. 国内旅行需要喚起 

３. ツーウェイツーリズムの促進 

① 休日・休暇の促進（分散化・拡大） 
② 新たなツーリズム市場の創造・拡大 

（ヘルスツーリズム、スポーツツーリズム、ペットツーリズム等） 

③ 国内富裕層、シニア層の旅行需要喚起 
（長期滞在型旅行の受入体制整備促進等） 

④ 法人旅行市場の拡大に向けた税制優遇 
（従業員レクレーション旅行、研修旅行の課税の条件緩和） 

⑤ 交通機関の割引制度の更なる拡充 

① 戦略的なジャパン・ブランドのPR強化 

② 世界レベルの観光地開発に向けた体制づくり 

③ 旅行消費拡大に向けたショッピングツーリズム
の更なる拡大 

（クールジャパン戦略との連携） 
④ 国際会議場・展示会場等のMICE受入環境の
拡充 

⑤ 入国審査場の改善 
（外国人向け審査ゲートの増加、ファーストレーンの導入等） 

① 若年の国際交流支援（５年パスポートの無料化等） 
② 地方都市における国際化促進 

（地方空港の２ウェイチャーターの促進、地方でのクルーズ施設の整備 等） 

③ 文化・スポーツ・観光の一体的な双方向交流の促進 

④ 途上国への観光インフラ整備と双方向交流の拡大 

⑤ 訪日プロモーションと海外旅行イベントの相乗効果 

世界と日本の双方向の交流による 
「交流立国」の実現 


